介護保険 負担限度額認定申請について
下記の対象者に該当し、認定を受けた場合は、介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）・介護老人保健施設・介護療養型医療施設の各施設サービスや、短期入所生活介護（ショートステイ）・短期入所療養介護（医療型ショートステイ）を利用した際の居住費（滞在費）と食費の自己負担が減額されます。
介護予防短期入所生活介護と介護予防短期入所療養介護でも適用となります。
	
	
	
	
	　

	　
	支給基準
	部屋の種別
	負担限度額　【日額】

	　
	
	
	居　住　費
（滞 在 費）
	食　費

	利　　用　　者　　負　　担　　段　　階
	第１段階
	・生活保護受給者

・老齢福祉年金の受給者で
世帯全員が住民税非課税の方
	ユニット型個室
	820円
	300円

	
	
	
	ユニット型準個室
	490円
	

	
	
	
	従来型個室＜注＞
	320円
	

	
	
	
	
	※490円
	

	
	
	
	多床室（相部屋）
	0円
	

	
	第２段階
	・本人および世帯全員（世帯分離

している配偶者を含む。）が住民税非課税で、本人の「合計所得金額」と「課税年金収入額」を合わせて８０万円以下の方
	ユニット型個室
	820円
	390円

	
	
	
	ユニット型準個室
	490円
	


	
	
	
	従来型個室＜注＞
	420円
	

	
	
	
	
	※490円
	

	
	
	
	多床室（相部屋）
	370円
	

	
	第３段階
	・本人および世帯全員（世帯分離

している配偶者を含む。）が住民税非課税で、第２段階に該当しない方
	ユニット型個室
	1,310円
	650円

	
	
	
	ユニット型準個室
	1,310円
	

	
	
	
	従来型個室＜注＞
	820円
	

	
	
	
	
	※1,310円
	

	
	
	
	多床室（相部屋）
	370円
	


＜注＞　従来型個室の居住費（滞在費）は、利用する施設により負担限度額が異なります。
※は介護老人保健施設・介護療養型医療施設に入所 もしくは短期入所した場合の負担限度額です。
■次の①②のいずれかの場合は、給付の対象となりません。
①住民税非課税世帯でも世帯分離している配偶者が住民税課税

②住民税非課税世帯（世帯分離している配偶者も非課税）でも、預貯金等が単身1,000万円、夫婦2,000万円を超える
■認定期間は、申請日の属する月の初日から適用開始し、翌年の７月末日までです。
変わります
制度改正により、平成28年8月から、第2・第3段階の支給基準である収入の要件に、非課税年金（遺族年金・障害年金）の収入を追加します。
【提出先・問い合わせ先】　　　健康づくり課　高齢者支援グループ（1階③番窓口）
　　　　　　　　　　　　　　　電話２５－０１１６
